OSHMSの中小企業への構築指標

(研修資料より)

はしがき

　OSHMSの構築については、大企業を中心とした設定がなされていますので、中小企業においては、その導入に迷いを生ずる面がなきにしもあらず、というのがいつわらない心情です。OSHMSの盛られた具体的内容は非を論ずることはありませんが、中小企業においては、管理システムを､どうして軌道に乗せるかというテクニックが難しいからではないかとお思います。

　ということは、体制が整っていないのに、指標どおりに企業の体制に組み入れるのに、余りにも難解な課題が多いからではないかと考えます｡ということは、裏をかえせば、簡単な構築指標が欲しいということになります。

　中小企業においては、総合的な管理が必要でなく、限られた範囲の安全衛生施策が望まれるので、OSHMSの内容も限られた範囲に集約する必要があります。要するに特定の安全衛生管理に集約する必要があります。また、安全衛生のスタッフ機構等もなく、限られた陣容で集約的に実施しなければなりません。

　このような意味合いにおいて、OSHMSの条文から眞に必要なのは、どの条項のどの部分かを見極め、企業の実態に合わせて内容を構築する必要があります。内容全体の像を理解してもらうという前に、こうすれば、災害防止に役立つという実線向きの構築をするというものです。このような観点に立って、以下その要点を検討してみたいと思います。

要旨

　OHSMSの計画･設定は主に１.項に述べられています。２．３．４.項に計画を具体的に

進めるために必要なことが書かれています。網羅的になっていますから、自社に必要な

ことを拾い上げて課題とします。

　本資料は、平成１４年度の労働安全衛生コンサルタント会の[構築指導研修会]資料を基に収録しています。参考になれば幸いです。　　　　

2003-02-21　労働安全コンサルタント　矢島　藤一
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1． OSHMSの枠組みについて

OSHMSの枠組みを進めるためには、OSHMSの手順にしたがって段階的な順序にしたがって、進行する必要があります。


　　計画






　実施


　　評価・改善
図　　OSHMSの流れ図
1-1　労働安全衛生方針の表明(指針５条)
　先ず社長は、労働安全衛生方針を定め､会社のリスクにどのようなものがあるかを見極めて、従業員の協力の下に、リスクに対応した安全衛生に係る理念を示します。これが安全衛生活動の発端になるわけです。

この安全衛生管理の指針を示すことによって、図の流れ図の順序に従って工程を進めていきます。この場合、方針は文書化し、実行し、維持し、かつ従業員に周知します。

1 全従業員への徹底を図ります。

2 このための掲示を示したり、各人に配布したりします。

この内容は、安全衛生委員会又は安全衛生打合会等に示し、全員の徹底をはかるようにします。また、必要によっては、社外にも公表します。内容は以下のようなものとします。


会社の理念


労働安全衛生方針

１．労働安全衛生マネジメントシステムの計画と事項

　①　当社の理念を基にして、全従業員の協力の下に労働安全衛生マネジメントシステムを確立し、維持し、継続的な改善を図っていくものとします。

　②　このためには、労働安全衛生関係法令を始めとして、各種の要求事項を遵守し、当社で定めた安全衛生規程等に基づき従業員の安全衛生を確保するものとします。

２．当社の災害又は有害要因の除去は、当面次のようなものとし、次のリスク低減対策を策定し、計画実行するものとします。

　①　

　②

　③

3．当社の快適職場作りを次のとおり定め､従業員の日常活動の指標とします。

　①

　②

4．周知と方針の公表

　この労働安全衛生方針は文書化し、維持し、全従業員に周知徹底し、労働安全衛生管理に対する意識向上と労働災害の防止に資することとします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社長　　　　　　　　　　　
1-2 安全衛生目標の設定

(１)　目標の作成

　安全管理者・衛生管理者・安全衛生推進者等は安全衛生方針を基にして、目標設定等の一連の業務の立案を始めます。

(２)　目標等は安全衛生委員会等で審議のうえ、社長の承認を経て決定
　ここに示された表明にしたがって、システム運営を進めるわけですが、この場合、何に最も重点をおいて進めるかが問題です。総花的な施策では、前進することは難しくなります。最も欠陥と認められるものから、手始めに取り掛かる必要があります。このためには、企業の弱い所から立て直すことが必要です。そして、根幹となるPDCA(1順の年次繰り返し)サイクルによって、順次成果を上げていく必要があります。

　その要点を示しますと次のようなものです。

1 労働安全衛生方針の理念を従業員に理解してもらうことが大事です。

2 規程遵守を徹底的に理解してもらう。規程とは、法令遵守を始め、企業で制定した安全衛生に係る各種の規定も入ります。マニュアル、安全作業手順等と言われるものです。

3 目標設定は、余り高い目標とせず、一年を通して達成できるような努力目標として、順次新しい目標を取上げます｡勿論内容を見直します。見直し期間は、通常年１回ですが、場合によっては、3月とか６月毎とします。

目標設定の取れないものもあり、取れないものは内容により取り入れます。


業　務


担　当



責任者



安全衛生委員会等


承認：
社長


承認：責任者



図　　安全衛生目標作成のフロー

1-3 計画の設定

(１)　危険又は有害要因の特定(以下危険有害要因という)

　現時点で最も必要される要因除去を取上げます｡危険有害要因の除去又は低減するためには、自社のみでなくいろいろな要因を収集する必要があります。

○　情報の収集

　担当責任者は、必要な情報を収集します。

ⅰ　災害事例(災害の事例、ヒヤリ・ハット事例等を取上げます)

ⅱ　機械・設備等に係る仕様書又は取扱説明書から拾いあげます｡

ⅲ　健康診断結果を参考とします。

ⅳ　パトロール結果等から拾いあげます。

(２)　リスク評価を行い順位決定

1 実施事項を特定し実行するためには、取り組んで成果が期待できることを確認します。

2 リスク評価表を作成します。リスク評価表には、いろいろな採点表がありますから、最も適正であるものを選択します。

3 順位を決定するためには、リスク評価表を作り、危険有害要因の取り組み姿勢を示すことが必要です。上位順位から取り組みます。(評点○○から)

4 部門長は実施計画に取り入れます｡

5 社長決裁の基に、全社レベルで社内に公表します。

6 見直し、改訂を行います。定期的(年１回、2月1回等)

7 部門長は、臨時の見直し工程を行います。

ⅰ　製造工程の変更があったとき

ⅱ　設備・レイアウト等に大きな変更があったとき

ⅲ　法令、社内規定等が変更になったとき

ⅳ　システム監査、診断等で指摘されたとき

(２)　危険有害要因及び実施事項特定フロー

　図による

業務







責任者






リスク評価表






承認：社長・委員会

図　　危険有害要因及び実施事項特定のフロー図

(３)　参考とする法令・規定等

　当社に必要とする対象となる労働安全衛生関係法令、他の関係法令からの抽出、最新情報も公共機関等から入手します。業界の行動規範を入手、関連会社からの情報の入手、最近の作業手順や標準作業等を入手します。

　これらの中から、必要事項を抽出し、実施事項の参考とします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当





担当者

責任者


担当者

責任者

担当者


責任者
図　　法令等の特定、登録のフロー図

(4) 目標の設定(指針7条)

　目標設定で最も大事なことは企業で現在何が必要であり、構築できる可能性のある「案件」を見つけて推進することです。目標を設定することは、個人的施策としてたやすいことですが、企業として推進していくことが可能かということになります。安全衛生の施策は全て「ＰＤＣＡ」により、繰り返し改善が伴うものです。単なる目標設定で終わることのないよう項目のフローを考えていきましょう。

1 安全衛生管理責任者等が立案し、推進する職務を担当します。

②　安全衛生目標は委員会等で審議して、社長の承認を受けます。

③　各担当は推進内容について、①の承認をうけます。

4 労働安全衛生諸法令を基本に、重大なリスクそして技術的な選択技、企業の財政状態、運用上の可能性等諸般の情勢も配慮します。

5 推進目標を設定するときには、達成度を客観的に評価できるよう可能な限り、定量化するようにします。

6 そして、各方面からの見直しをして改善していきます。目標には一直線に到達することは殆んど出来ません。


業務



担　当

安全衛生目標の様式
責任者


作成

安全衛生委


員会等


社長承認


部門の安全衛生目標　　部門長、

の様式作成　　　　　責任者の承認
図　　安全衛生目標の設定

(5) 計画の作成(指針8条)

1 責任者は目標達成のため年間計画をまとめます。

2 計画は委員会等で審議の後、社長の承認で決定します。

3 各部門の担当は、この計画を基として、自部門の目標達成のための具体的な計画

を作成します。

4 各担当で決定した計画は、最終的に責任者の承認の基に決定します。

　この計画の必要条件としては、次の項目があげられます。

1 目標達成のための責任の明示。

2 手段及び日程。

3 必要とする予算等の措置。

4 危険予知活動等の日常的な安全衛生活動の維持。

5 定期的な見直し。

6 作業の内容変更、新規の設備等の導入、サービス内容の変化があったときは見直す。

　　　　　

業務




図　　計画作成のフロー

２．実施及び運用

2-1　体制の整備(指針11条)

(1) 安全衛生管理体制

　管理体制は概ね次図のような構成とします。企業の実態により大幅に異なります。



内部監査員


等


事務局

50人

　　　　　　　　　　　　　　　　以上


　　　　　　10～50人は
50人未満は

安全衛生推進者　　　　　　　　　　入らない



複数
図　　安全衛生管理組織図

(2) 権限と責任

(ⅰ)　社長又は工場長等

1 社長又は工場長は「労働安全衛生方針」を作成。

2 OSHMSに必要な体制を整える(要因、技術、必要な資金等)。

3 管理責任者を任命する。

4 OSHMSの管理規則等を作成して承認する。

5 「重大なリスク」を示し承認する。

6 安全衛生目標及び安全衛生計画を作成して承認する。

7 「安全衛生教育の年間計画表」を作成して承認する。

8 OSHMSの適時見直しを行う。

(ⅱ)　安全衛生管理責任者

1 OSHMSを確立し実施する。

2 OSHMSの管理規則等を審査し、実行体制を整える。

3 要領書類及び安全作業手順書或いは基準書等の実行体制を整える｡

4 安全衛生委員会等を主催する。

5 必要な安全衛生関係法令等を抽出し承認する。

6 安全衛生目標及び安全衛生計画を具体的に作成し推進する。

7 安全衛生教育の年間計画表を具体的に作成し推進する。

8 安全衛生情報連絡書を検討・評価し、内容の要否を判断し、その対応を指示する。

9 緊急事態を取上げ、内容を取りまとめる｡

10 緊急事態対応を社長等に報告する。

11 各部門からの実施状況を基に、遵守状態を確認する。

12 災害・事故等の不適合があったときに、予防措置等の要否を決定する。

13 内部監査年間計画書を作成する。

14 内部監査員、チームリーダーを選任し、監査を実施する。

15 内部監査報告書を作成して社長に報告する。

16 見直し等必要な情報を収集し、社長に報告する。

17 社長の見直し等に基づいて、変更すべき事項を指示し、改善する。

(ⅲ)　安全衛生委員会等

1 安全衛生委員会は安全衛生管理責任者が主催する。

2 構成等は使用者側と労働者側代表を選出し、準則による。

3 委員会は構成員の２／３以上により可決する。

4 OSHMSの主要な事項を審議し、推進する。

5 重大なリスクを審議し、対応を推進する。

6 安全衛生目標及び安全衛生計画を審議し、推進する。

7 安全衛生教育年間計画表を審議し、推進する。

8 緊急事態の特定を審議し、推進する。

(ⅳ)　部門長

1 部門とは課単位等を指し、部門長は安全衛生管理活動を統括して推進し、その責任をもつ。

2 危険有害要因等の「リスク評価表」を作成して、自部門のリスクを決定する。

3 自部門に関係する安全衛生関係法令等を確認して、その内容を従業員に周知する。

4 自部門の年間安全衛生目標を作成する。

5 自部門の年間安全衛生計画を作成する。

6 自部門の年間安全衛生教育年間計画を作成する。

7 情報伝達を推進し、情報連絡事項を安全衛生管理責任者に報告する。

8 安全作業手順書或いは基準書等を作成し、運用し、維持する。

9 下請負者等に運用遵守すべき内容及び要求事項を伝達する。

10 緊急事態発生時の対応を行い、事後の報告書を作成する。

11 日常的な点検･監視を行い、記録を毎月作成し、３ヶ月毎に安全衛生管理責任者に、６ヶ月毎に社長に報告する。

12 法規制等に係る内容を毎月確認し、その結果を安全衛生管理責任者に報告する。

13 計画の所定期間が遅れた場合、又は法令等の遵守が行われなかった場合は､「不適合報告書」を作成し、是正措置及び予防措置をとるとともに、安全衛生管理責任者に報告する。

14 内部監査で不適合が見出された場合､「是正措置要求書」で速やかに是正措置を行う。

(ⅴ)　安全衛生総括担当者

1 外部からの情報等各種の事項の受け入れ窓口とし、安全衛生管理責任者に提出する。

2 安全衛生関係法令等の調査に係る確認をする。

3 関係事項を記録して部門長に配布する。

4 外部からの情報に対し、必要な措置をとり、回答するとともに記録する。

(ⅵ)　内部監査員

1 年度の内部監査を実施する。

2 内部監査の結果を安全衛生管理責任者に報告する。

(ⅶ)　事務局担当

1 安全衛生総括担当者の下に、各種書類の整理、記録、配布等の事務を掌握する。

2 実行計画等文書の整理、保管、記録を収集する。

3 その他、全般の処理を行う。

2-2 教育・訓練(指針11-３)

(1) 　訓練のニーズの明確化

　安全衛生教育・訓練のフローは次図による。教育･訓練の一覧には次表のようなものがあります。

	教育･訓練区分
	対象者
	講師
	テキスト
	備考

	心得(自覚を高めるため)等の一般教育
	全員(パートタイム等臨時者も含む)
	自社管理者等

部外専門家(コンサルタント等)
	必要なテキスト

OSHMS指針のポイント
	必要な時期

	特定

教育
	評価方法

計画の推進

その他
	OSHMS推進の担当者
	自社管理者等

部外専門家(コンサルタント等)
	要領又は手順書
	構築の始め

見直しの時期を捉えて実施

	
	特定な作業等の具体的な方法
	リスク要因を抱えた担当者
	自社管理者等

部外専門家(コンサルタント等)
	安全作業手順書

作業マニュアル

基準書等
	必要な時期

	特別な教育
	法定特別教育
	危険有害要因に携わる作業者
	教育を担当する部外機関
	指定された教科書等
	必要な時期

	
	免許・技能教育等
	法定作業従事者
	教育を担当する指定機関
	指定された教科書等
	必要な時期

	
	内部監査員教育
	内部監査を行なう者
	教育を担当する部外機関又は社内専門家
	養成テキスト等
	必要な時期


表　　教育･訓練の概略表

業　務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担　当



＜表　教育･訓練の概略を参照＞

＜
＜年間安全衛生教育計画の作成＞　　安全衛生管理責任者



各部門長へ

承認：安全衛生管理責任者




＜安全衛生教育・訓練記録＞
事務担当

部門長
図　　安全衛生教育・フロー

(2)　教育の実施要領

1 安全衛生管理責任者OSHMS構築の趣旨を理解させ、従業員(社員､パート等の常駐職員)に安全意識向上の必要性を認識させ、構築を成功させるため、協力体制を作るために実施するために行ないます。

2 方針を定め､目標を設定するためには、いろいろな過程を経なければなりません。「危険有害要因、リスクの評価、進めるための順位、リスク低減のための方法、見直しの方法等々」これらの一つ一つは従業員の協力なくしては成功しません。このための教育は無くてはならないものです。

3 手順、年間計画の方法も模索する必要があります。また、一人責任者や管理監督者が頑張ってもどうにもなりません。

4 したがって、一人一人に必要な能力を持たせる必要があります。

5 このためには、受講者の責任の度合い、素養、言語能力及びリスクの大きさに対

する認識も異なります。

6 このように、教育･訓練は大事なものですが、直ちに成果が現れません。機会を捉えて繰り返し、内容を変えて実施する必要があります。

7 記録を残し、以後の教育･訓練計画の資料とする必要があります。

2－３　コミュニケーション(指針９条)

(１)　情報伝達の窓口

1 社内の伝達等は部門長が当たります。

2 社外の情報等は事務担当(通常は総務課長等)が行います。

(２)　内部のコミュニケーションの内容としては次のようなものがあります。

1 方針の周知、伝達

2 組織と役割分担、責任と権限の周知、伝達

3 目標の討議・設定・周知

4 計画の討議・設定・周知

5 計画の実施･運用の状況の周知、伝達

6 災害発生時の状況、原因分析と対策検討事項

7 安全衛生に係る事項、変更事項等の周知、伝達

(３)　周知、伝達の場

1 掲示板にて周知

2 部門の朝礼

3 安全衛生に係る会議等

4 部門長は必要事項が生じたときは、安全衛生管理責任者へ報告します。

5 安全衛生管理責任者は部門長と情報等を連絡、調整します。

6 これらの記録は安全衛生記録として残し、以後の安全衛生活動に役立てます。

2－４　文書処理(指針12条)

　文書体系(図)並びに要領(表)は次ぎのとおりです。

　

　第1次文書
OSHMS
OSHMSの核となる要素等を


管理規則
記録･文書として所在を示す。
　第2次文書

部門共通の文書して使用する。

要領書類

第３次文書
手順／基準
特定の部門として適用される


文書で使用する。


記録類
図　　OSHMS文書体系

	OSHMS・管理規則等の内容
	要領書類
	手順書／基準書

	１．労働安全衛生方針の表明
	労働安全衛生方針の内容
	

	2． 計画内容

ⅰ　危険有害要因の特定及び実施事項の特定

ⅱ　関係法令等に基づく実施すべき事項

ⅲ　安全衛生目標

ⅳ　安全衛生計画の作成
	リスクアセスメント実施要領

(重大リスク登録等)

関係法令等登録票

安全衛生目標

安全衛生計画の作成
	

	3． 実施及び運用

ⅰ　体制の整備

ⅱ　教育･訓練

ⅲ　コミュニケーション

ⅳ　OSHMS文書

ⅴ　文書管理

ⅵ　計画の実施及び運用

ⅶ　緊急事態への準備及び対応
	安全衛生管理組織図

文書管理要領

文書管理要領


	安全作業手順書等

緊急事態対応手順書

	４．日常及び是正措置

ⅰ　日常的な点検・測定

ⅱ　改善及び予防措置

ⅲ　各種の記録

ⅳ　システム監査
	
	監視方法・測定手順書

	６.　OSHMSの見直し
	
	


図　　OSHMS文書体系―要領書類(手順所／基準書等)の一覧

(１)　文書管理

　文書管理要領を定め維持します。

1 文書の所在がわかるようにしておくこと。

2 定期的なレビュー、改訂、責任の所在を明瞭にする。

3 OSHMSに係るものの利用が出来るようにしておくこと。

4 廃止乃至は利用されないものの整理をしておくこと｡

5 できうれば、色分け標示等の識別をしておく。

6 文書は読み易く、日付がわかるように順序よく整理しておく。

(２)　作成･審査･承認の所在の明確化

　次表のようにしておく。

	ＯＨＳＭＳ文書
	作　成
	審　査
	承　認

	OSHMS管理規則

要領文書

安全作業手順書

基準書等
	事務局

事務局

部門長
部門長
	安全衛生管理責任者
	社長

安全衛生管理責任者
安全衛生管理責任者
安全衛生管理責任者


表　　作成、承認、審査

(３)　文書の登録、発行、配布、改訂、廃止、見直し､保管等の処理

　文書管理要領に事務処理の方法を定め、事務局が常に最新版を常備しておき、必要な時に何時でも出せるようにしておきます。

2－5　実施･運用の具体的方法(指針10条)

　重大なリスクに関連する運用及び特定を確定し、確実に実行されるよう計画する必要があります。実施及び運用の主要なフローを次図に示します｡


担　　当
担　当

各部門長

以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同じ










図　　実施及び運用フロー

1 部門長は、安全衛生目標を達成するため、計画に従って活動を行い、労働安全衛生上の危険有害要因の軽減を図ります。

2 部門長は、確実に遂行するために必要な作業手順を文書化します。その文書には、遵守すべき手順、基準値及び緊急事態時の対処の仕方等を示します。

3 重大なリスクに関連する機械、設備、化学物質などの購入先等に対して、問い合わせ必要処理事項等を入手し、必要があれば、情報の提供を受けたりし、要求事項を伝達したりします。

4 部門長は、これらの機械、設備、産業廃棄物処理などの下請負者に対して、遵守すべき運用手順及び要求事項を伝達します。

5 部門長は、上記各事項を従業員に周知します。

6 部門長は、体制変化(手順変更、勤務体制の変更，新設備導入等)、事前に危険有害要因の検討を行ないます。

2－6　緊急事態への準備及び対応(指針13条)

　事故及び緊急事態について、可能性を特定し対応するための、影響を予防し緩和するための手順等を定め、維持します。その方法の例示を次図に示します。

業　　務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担　　当

原案　　事務担当


緊急事態一覧表を作る

審議　　委員会等

特定　　責任者


緊急事態対応手順書
部門長











緊急事態対応報告書作成　　　部門長

承認と社長への報告　　　　責任者


部門長


部門長

図　　緊急事態の準備及び対応のフロー

1 緊急事態の定義

緊急事態とは、労働安全衛生上の事故又は火災、爆発、化学物質の漏洩及び自然災害(地震，津波、風水害、降雪等)によって、通常時と異なる労働安全衛生上の事態を生じるか、又はその可能性がある事態をいいます。緊急事態の特定一覧表を作成して承認を受ける。

2 緊急事態の準備

連絡網等を作成して、「緊急事態対応手順書」により運用し、影響の予防、緩和、対応措置を作成します。次のようなものです。

　　ⅰ　緊急事態が発生したときの「救護の方法、措置」をとります。

　　ⅱ　消火設備の設置(消火栓、消火器、スプリンクラー等の設置)

　　ⅲ　避難設備の設置(梯子、シェルター等)

　　ⅳ　救急機材の配置(担架、応急措置品等)

　　ⅴ　緊急事態が発生したときの人の役割、指揮命令系統

　　ⅵ　その他必要なこと。

3 対応

発生した緊急事態により、影響又は可能性が認められたとき、その発見者及び部門長は「緊急事態対応手順書」に従い、対応処置を実施します。

対応処置が完了した時点で速やかに「緊急事態対応報告書」を作成して、安全衛生管理責任者に提出します。安全衛生管理責任者は、報告内容を確認し、問題がないかを確かめ、社長に報告します。

4 訓練の実施と記録の保管

部門長は定期的に手順にしたがって訓練します。その結果を記録として残します。

5 見直し改訂

この内容に不備がないかを検証して見直します。

３.点検及び是正措置(指針14条)

３-１　日常的な点検・測定

(１)　点検及び測定の手順

　次の手順により行います｡

1 計画の達成度を定期的に評価する手順

2 法令等に基づく実施すべき事項の遵守を評価する手順

3 目標となっていないもので、著しい影響を及ぼす可能性がある日常的な業務の、主要な特性を定期的に点検又は測定する手順

4 災害又は事故等が発生したときの、原因の調査並びに問題点を把握するための手順

(２)　日常的な点検・測定の実施と記録

1 点検･測定の各担当者は、(１)で定めた手順にしたがい点検・測定等を行い、記録を残します。

2 部門長は、計画の達成度を毎月確認し、結果を記録し、3ヶ月毎に安全衛生管理責任者に報告し、６ヶ月毎に社長に報告します。

3 法規制等の遵守事項は頻度を定め、部門長、責任者は確認します。

4 著しい遅れ、法令基準の逸脱したときは、改善･措置を行います｡

5 労働災害・事故等(ヒヤリハットを含む)が発生した時は、改善･措置を行います。

6 点検･測定の結果、問題があった時は、部門長が改善・措置を講じます。

7 点検・測定を部外の委託するときは、仕様書を作成して、その結果を審査し、部門長がかくにんします。

(３)　部門長及び安全衛生管理責任者は、日常的な点検・測定の結果を次回の安全衛生計画の作成に反映させます。

(3) 計測器・監視機器

1 担当者は、構成のための手順を定め、校正されたものを使用します。他に依頼する　　　　　　時は該当しません。

2 校正のプロセスの記録も含みます。

３-２　改善及び予防措置(指針１４条)

　指針の要求事項並びに点検･測定結果等に基づき、不適合によって生ずるあらゆる影響を緩和する措置をとり、これらの予防措置から責任、権限を定める手順を定め、維持します。これらの措置は、問題の大きさに対応して、影響に釣り合うものとします。そのフロー図は次図のとおりです。

業　　務
担　　当





部門の長



＜事故報告書＞

＜不適合報告書＞
〃



〃


予防措置の要否　　安全衛生管理責任者



〃



〃

〃

〃

〃

＜事故報告書＞
〃


＜不適合報告書＞
事務担当
図　　事故及び不適合事項の是正及び予防措置のフロー

(１)　対象となる事故及び不適合とは

1 労働安全衛生上の事故及び重大なヒヤリハットの発生

2 安全衛生目標の達成が、計画の予定に対して３ヶ月以上の遅れが生じた場合

3 「労働安全衛生法規制凍登録表」に定めた法規制から外れたもの

4 OSHMS上の重大な不備

なお、内部監査における不適合は規則及び内部監査要領により処理します。

(２)　事故及び不適合に対する緩和措置、是正措置及び予防措置

1 緩和措置

事故及び不適合が発生した場合には、部門長は、先ず労働安全衛生上の影響を緩和するための応急(緩和)措置をとります。

2 是正及び予防措置

部門長は、①の事故及び重大なヒヤリハット発生時には、事故報告書及び不適合に対する是正措置及び予防措置を行います。その手順は次のとおりです。なお、予防措置の要否は是正措置の実施、完了後安全衛生管理責任者が判断する｡

　　ⅰ　事故、不適合の原因の調査

　　ⅱ　是正措置の実施,完了

　　ⅲ　予防措置の実施,完了

3 是正及び予防措置の確認

　ⅰ　部門長は、是正措置及び予防措置の実施に当たっては、予め、人、物、管理等の観点から見直しを行うとともに、リスクアセスメント実施要領に従い、危険有害要因の特定、リスク評価を実施してリスクの移転がないことを確認します。

　ⅱ　部門長は、是正措置及び予防措置の実施後に硬化の確認、監視の強化を行ないます。

4 関連文書等の改訂等

部門長は是正及び予防措置に伴なって手順書類の変更を要するときは、該当する手順書類を改訂し、安全衛生管理責任者の承認を受けます。また、手順書類の変更を次部門の関係する従業員(パート等の臨時職員を含む)に再教育します。

5 記録

事故報告書及び不適合報告書は、原紙を事務担当が保管し,写しを部門長が保管します。

(３)　安全衛生目標,安全衛生計画への反映

　部門長は、次回の安全衛生目標、安全衛生計画の作成に当たり、(２)の結果を反映させるものとします。

　この項の関連として、内部監査要領、リスクアセスメント実施要領が必要です。

３-3　記録(指針16条)

(１)　記録の実証性

記録は、客観的証拠として実証性を確保するために、次の要件を満たすものとします。

①　記録の名称、発行部門及び発行日付を記入します。

②　作成者を明示します。

(２)　記録の識別

①　記録は読み易く、容易に識別が可能となるように、内容が明確に特定できる名称を表示します。

②　記録の番号は、識別が着く限り、原則として不要とします。

③　社外より提供をうける安全衛生記録は、名称等が利用できれば、それを利用し、利用できないときは(２)の①に準じた名称等とします。

(３)　記録の保管

①　記録は,保管責任者又は代行者が識別がつき、かつ、損傷、劣化,紛失のないような場所、状態で保管･維持します。

②　記録の保管責任者は「安全衛生記録」のラベルを貼ったファイルに納めそれを保管します。

③　記録の名称、保管責任者、保管期間を表「おもな記録一覧」に示します。

(４)　記録の破棄

記録には保管期間を定め,これを超えた記録は、保管責任者が破棄します。

記録の保管に必要なものは次表のとおりです。

	項　　目
	保管に必要な安全衛生記録の名称
	保管責任者
	保管期間

	　労働安全衛生方針の表明
	「安全衛生管理方針」
	事務担当
	5年

	　危険又は有害要因の特定及び実施事項の特定
	「リスク評価表」

｢重大なリスク登録表｣
	部門毎

事務担当
	3年

5年

	　労働安全衛生関係法令等に基づき実施すべき事項
	｢労働安全衛生法規制等登録表｣
	事務担当
	3年

	　安全衛生目標の設定
	「全社労働安全衛生目標」

｢部門労働安全衛生目標｣
	部門毎

事務担当
	5年

３年

	　安全衛生計画の作成
	「全社労働安全衛生計画」

｢部門労働安全衛生計画｣
	部門毎

事務担当
	5年

３年

	　体制の整備
	「OSHMS組織図」

安全衛生委員会等の議事録
	部門毎

事務担当
	3年

5年

	教育･訓練
	「安全衛生教育年間計画」

「部門の安全衛生教育年間計画」

「教育･訓練」記録
	部門毎

事務担当

部門毎
	3年

3年

3年

	　コミュニケーション
	OSHMS情報連絡書
	
	5年

	　労働安全衛生マネジメントシステム文書
	
	
	

	　文書管理
	「文書管理台帳」
	事務担当
	5年

	　安全衛生計画の実施及び運用
	取引先への連絡書

各種の届出書/申請書
	部門毎

事務担当
	5年

	　緊急事態への準備及び

対応
	「緊急事態対応報告書」

　(緊急事態一覧表)
	事務担当
	5年

5年

	　日常的な点検・測定
	　安全衛生目標監視記録

　法規制監視記録

　監視機器構成記録
	部門毎

部門毎

部門毎
	3年

3年

3年

	　改善及び予防措置
	　事故報告書

不適合報告書
	事務担当

事務担当
	5年

5年

	　システム監査
	(内部監査員名簿)

　内部監査年間計画書

　是正措置要求書

　年度内部監査報告書
	事務担当

事務担当

事務担当

事務担当
	3年

3年

3年

3年

	　労働安全衛生マネジメントシステムの見直し
	　OHSMS年度報告書

　経営者見直し記録
	事務担当

事務担当
	5年

5年


表　　主な記録一覧

3－4　システム監査(指針15条)

　実施すべき定期的システム監査のプログラム及び手順を「内部監査要領」で定めることとされ、そのアウトラインを次図に示します｡

　計画された事項が適切に実施されているか、否か、を監査します。

　監査結果の情報は経営層に提供します。

業　　務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担　　当

　　　　　　　　　　　　　　　＜内部監査年間計画表＞


様式作成

安全衛生管理責任者



安全衛生管理責任者


安全衛生管理責任者



＜内部監査実施計画書＞

チームリーダー


様式作成



＜内部監査チェックリスト＞　作成：内部監査員


様式作成
承認：チームリーダー



チームリーダー及び


内部環境監査員



指摘なし


＜是正措置要求書＞
チームリーダー


様式作成



当該部門長




当該部門長




チームリーダー



チームリーダー
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(１)　計画作成と準備
1 安全衛生管理責任者は、労働安全衛生上のリスクの重大性及び前回監査の結果を考慮し、原則として毎年３月に「内部監査年間計画書」(様式)を作成します。

2 監査は原則として年１回行なうが、安全衛生管理責任者が必要と認めたときは、臨時に開催することができます。

3 安全衛生管理責任者は、当該年度のチームリーダー及び内部監査員を登録された内部監査員の中から選任し、監査チームを編成します。

4 チームリーダーは、監査実施１月前までに実施計画を「内部監査実施計画書」(様式)として策定し、被監査部門の部門長に連絡します。

5 監査員は、予め監査に用いるチェックリストを「内部監査チェックリスト」(様式)として作成し、チームリーダーの承認を受けます。

(２)　監査の実施
1 チームリーダー及び内部監査員は、内部監査チェックリストを使用し、客観的証拠を基に活動状況を監査します。

2 チームリーダーは、監査において不適合が見出された場合には、「是正措置要求書」(様式)にその内容を記入し、被監査部門の部門長に是正を求めます。

3 被監査部門の部門長は、是正措置を立案し、是正措置について回答し、是正措置を行ないます｡また、予防措置の必要性も検討し、その内容を報告します。

4 チームリーダーは、是正措置を検証し、また予防措置の適切性を検討して妥当と判断されれば監査は修了します。

(4) 監査報告書及び記録

1 チームリーダーは監査結果を「内部監査報告書」(様式)にまとめ、「是正措置要求書」とともに、安全衛生管理責任者に報告します｡

2 安全衛生管理責任者は、各チームリーダーからの「内部監査報告書」を基に、「年度内部監査報告書」(様式)を作成して、社長に報告します｡

3 「内部監査年間計画書」「是正措置報告書」「内部監査報告書」及び「年度内部監査報告書」は、安全衛生記録として事務担当が保管します。

[関連文書]　　内部監査要領

4． OSHMSの見直し(指針１７条)

(１)　見直しの目的と範囲
　社長は毎年１回定期的に(原則として３月)及び必要時(不定期)に、安全衛生管理責任者に下記事情を報告させ,OSHMSが妥当、適切、有効であるか、また、継続的改善につながるか否かを確認して、OSHMSの有効性を確実にするために見直しを行ないます｡

1 内部監査の結果

2 労働安全衛生計画(目標)の達成状況

3 教育･訓練の実施状況、各種のパトロール結果等を含むOSHMSの運用状況

4 事故及び労働災害の発生状況

5 利害関係者からの指摘･要望などへの対処の状況

6 関係法令を含めた労働安全衛生に関わる重要な状況変化。

(２)　見直しの手順

1 安全衛生管理責任者は、(１)の見直しに必要な情報を収集・整理し、その内容を経営層に報告する。(「報告はOSHMS年度報告書」様式　)

2 社長は、この報告内容を考慮し、労働安全衛生方針、目標、及びその他のOSHMSの変更の必要性について検討し、変更の要否とその内容を環境管理責任者に指示します。

(３)　見直し記録

1 安全衛生管理責任者は、社長の指示の基に「経営者見直し記録」(様式○○)を作成し、社長の承認を受けます。
2 事務担当は、「経営者見直し記録」を各部門長に配布します。
3 安全衛生管理責任者は、見直し結果、システムの変更が必要な場合は、その変更すべき事項を事務担当及び部門長に指示します。
4 「経営者見直し記録」は事務担当が保管します。
見直し記録等のフローは次図のとおりです。
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　改訂履歴及び配布表等の内容を綴っておきます。

2003-02-21　労働安全コンサルタント　矢島　藤一
以上は平成15年11月22日三田NNホールの研修会実施の資料を抜粋して収録しました。

 [労働安全コンサルタント・構築指導研修会、講師五十石清]
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